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2026年９月 16日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 デ ジ タ ル プ ラ ス 

住 所 東京都渋谷区元代々木町 3 0 番 1 3 号 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 菊 池 誠 晃 

（コード番号：3691 東証グロース市場） 

問い合わせ先 取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 加  藤  涼 

TEL.03-5465-0690 
 

 

2026年 9月期第３四半期決算を終えての TOPメッセージ動画公開のお知らせ 

 

 当社は、2026 年９月期第３四半期決算発表時に募集した投資家の皆様からのご質問を踏まえ、当社代表に

よるメッセージ動画を下記のとおり公開いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、一部のご質問については、動画内ではなく、本開示内にて回答しております。 

 

１．概要 

回答動画 URL：https://youtu.be/zSwyTc0BWXE 

 

本動画では、投資家の皆様からのご質問を踏まえ、当社代表取締役の菊池誠晃が当社の事業進捗及び今後

の方針等について説明しております。 

 

２．当社代表メッセージ 

2026 年９月期第３四半期において、当社グループの流通総額は 2026 年６月に月間 35 億円を達成し、25

四半期連続での成長を実現いたしました。また、通期の流通総額についても 300億円を超える見通しとな

っており、流通総額の成長に伴い、全社粗利額についても前年同四半期比 266％と大きく成長しておりま

す。また、第２四半期に計上した減損等の影響を吸収し、第３四半期累計では営業利益黒字化を実現いた

しました。 

第３四半期決算発表時に投資家の皆様からお寄せいただいたご質問を踏まえ、以下のとおり当社の考え

方及び足元の事業進捗についてご説明いたします。 

 

① 流通総額拡大に伴う先行投資について 

【主なご質問】 

・流通総額の拡大に伴う販売促進費の増加について 

・中長期的な販売促進費の考え方について 

 

2026 年９月期第３四半期は、前四半期比で流通総額が 50％以上成長いたしました。この成長を支

えるため、主に人材、開発及び販売促進の３領域において先行投資を実施しております。 

人材面では、2028 年９月期の流通総額 1,000 億円の実現に向け、事業成長を担う人材の採用を積

https://youtu.be/zSwyTc0BWXE
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極的に進めております。第３四半期においても複数の人材が新たに加わっており、人件費に加え、採

用関連費用が増加しております。 

開発面では、約 282 万世帯を対象とする北海道の給付金案件やポイ活領域の取引拡大等に対応する

ため、セキュリティ強化及び瞬時の大量アクセスに耐え得るインフラ基盤の整備を進めました。これ

らは急速な流通拡大に対応するための先行投資であり、開発投資のピークについては一定程度落ち着

きつつあります。 

また、開発体制の効率化にも取り組んでおり、業務委託費用を抑制しながら、生成 AI 等を積極的

に活用することで、開発生産性は従来比で約 3 倍以上に向上しております。 

これらの投資には第３四半期特有のものも含まれており、すべてが継続的に発生するものではあり

ません。今後も、2028 年９月期の流通総額 1,000 億円の実現に向け、必要な先行投資を行うととも

に、適切なコスト管理を進めてまいります。 

 

② 流通粗利率について 

【主なご質問】 

・2026 年９月期及び 2027年９月期の流通粗利率見通しを変更した理由について 

・2027 年９月期の流通粗利率見通しの考え方について 

 

2026 年９月期及び 2027 年９月期の流通粗利率については、各事業領域の進捗等を踏まえ、適宜見

直しを行っております。 

当社は、2028 年９月期の流通総額 1,000 億円の実現に向け、年間流通総額 100 億円以上の事業領

域を 10 領域創出することを目指しております。流通粗利率は事業領域ごとに異なるため、各領域の

成長速度や流通総額の構成比によって、全体の流通粗利率も変動いたします。また、新たな領域につ

いては一定の前提に基づき流通粗利率を算定しておりますが、実際の事業進捗に応じて当初想定との

差異が生じる場合があります。そのため、足元の事業実態を反映し、流通粗利率の見通しについて随

時精度を高めております。当社としては、流通粗利率のみならず、流通総額と流通粗利率を掛け合わ

せた流通粗利額の絶対成長も重視しており、2028 年９月期の流通総額 1,000 億円の実現に向け、流
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通粗利額についても継続的な成長を目指してまいります。 

 

③ 2026年９月期第４四半期及び 2027年９月期の見通しについて 

【主なご質問】 

・2027 年９月期の業績見通しについて 

・2028 年９月期に向けた先行投資と利益成長の考え方について 

 

第４四半期の事業進捗について、主に２点ご説明いたします。 

１点目は、ポイ活領域です。同領域は引き続き好調に推移しており、2026 年９月期の流通総額は

150 億円を超える見込みです。一方、同領域における流通粗利率の改善については当初想定より遅れ

ており、利益回収の一部が 2027 年９月期以降にずれ込む可能性があります。 

２点目は、北海道における給付金案件です。多くの方にご利用いただいているものの、現時点では

当初想定していた利用率を一定程度下回って推移しております。 

これらを踏まえ、第４四半期については、当初想定していた水準ほどの流通総額の拡大には至らな

いものの、26 四半期連続での成長を見込んでおり、通期の流通粗利率についても、現在の想定水準

を達成できる見込みです。 

なお、2027 年９月期の業績見通しについては、2026 年９月期通期決算時にお知らせする予定で

す。 

 

④ 株主優待領域の進捗について 

【主なご質問】 

・2028 年９月期の導入企業数 500 社に向けた進捗について 

・今後の株主優待導入企業の拡大方針について 

 

株主優待領域への参入から約２年が経過し、デジタルギフト®を活用した株主優待の導入企業数は

140 社を超えております。当社は、2028 年９月期に導入企業数 500 社を目標としており、デジタル領
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域にとどまらず、株主優待市場全体におけるトップシェアの獲得を目指しております。 

足元では、流通総額の拡大を重視し、特に大手企業への導入を重点的に進めております。大手企業

への導入実績を積み重ねることで、今後の営業活動を効率化するとともに、500 社の導入目標及び流

通総額の拡大につなげてまいります。 

 

⑤ 2028年９月期の流通総額 1,000億円に向けた財務基盤について 

【主なご質問】 

・流通総額の拡大に伴う運転資金需要について 

・流通総額 1,000 億円に向けた借入及び資金調達の考え方について 

 

流通総額の拡大に伴う資金需要への対応として、当社では財務基盤の強化を進めております。 

具体的には、これまで一部の取引先に認めていた後払いについて、原則として前払いへの切り替え

を進めております。また、取引条件等により後払いを継続する場合には、別途手数料を設定する対応

を行っております。これらの取り組みにより、流通総額の拡大に伴う運転資金需要を適切にコントロ

ールしつつ、財務健全性の維持・向上を図ってまいります。 

 

⑥ 最後に 

当社は、2026 年９月期において、当初掲げていた年間流通総額 250 億円を上回り、300 億円を超え

る見通しとなっております。さらに、2027 年９月期 500 億円、2028 年９月期 1,000 億円の実現を目

指しております。 

事業拡大の過程では、ポイ活領域における利益回収時期のずれや、新規領域における当初想定との

差異等が発生することも想定されますが、引き続き 2028 年９月期の流通総額 1,000 億円及び営業利

益 20 億円以上の達成に向け、事業成長に取り組んでまいります。 
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３．動画内で回答を省略したご質問について 

・収益構造および流通粗利率 

【主なご質問】 

・流通粗利以外の粗利の成長 

・2028 年度の流通粗利率目標 

 

【回答】 

当社は現在、2028 年９月期の流通総額 1,000 億円の達成に向け、流通総額及び流通粗利額の成長を重

要な指標として事業運営を行っております。そのため、流通粗利以外の粗利についても収益拡大に向け

た取り組みを進めておりますが、現時点では、まずはデジタルギフト®を中心とした流通総額及び流通

粗利額の絶対成長に注力してまいります。 

また、2028 年９月期に想定する流通粗利率 4.2～5.0％の実現に向けては、取引条件の見直し、大量

仕入れによる仕入条件の改善、手数料原価の抑制、流通粗利率の可視化による PDCA の高速化に加え、

デジタルギフト®の付加価値向上等を進めてまいります。なお、事業領域や案件ごとに流通粗利率は異

なることから、当社では流通総額だけでなく、流通粗利額の絶対成長を重視しております。 

 

・事業成長およびサービス利便性・生産性 

【主なご質問】 

・GMO ペイメントゲートウェイとの業務提携 

・流通総額・収益の季節性 

・1 人あたりの流通総額の人員数の定義 

 

【回答】 

GMO ペイメントゲートウェイ株式会社との連携については、同社の幅広い顧客基盤を通じ、当社単独で

は接点を持ちにくかった企業への案件獲得機会が拡大するものと考えております。単発での流通総額の増
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加にとどまらず、継続的に案件を獲得できるチャネルの拡大につながることを期待しております。 

流通総額及び収益については、事業領域によって一定の季節性があります。特に株主優待領域では、各

企業の基準日から概ね 2～3 か月後に流通が発生する傾向があります。 

また、決算説明資料に記載している「1 人あたり」は、各四半期末時点の正社員数を用いて算出してお

ります。 

 

・資金移動業および失効益 

【主なご質問】 

・資金移動業への該当基準 

・資金移動業における失効益の考え方 

 

【回答】 

資金移動業への該当性については、単純に１件当たりの金額のみを基準として判断するものではな

く、対価性のある支払いに該当するか否か等を踏まえて判断しております。なお、個別案件の資金移動

業への該当性については、各案件の内容に応じて判断しております。 

当社としては、利便性及び収益性の観点から、引き続きデジタルギフト®を中心に営業活動を進めて

まいります。一方、流通総額 1,000 億円、さらにその先の成長を目指すうえでは、資金移動業を活用し

たサービスについても重要な役割を担うものと考えております。 

 

・今後の業績見通し 

【主なご質問】 

・2027 年９月期の営業利益見通し 

 

【回答】 

2027 年９月期については、流通総額のさらなる拡大を目指す一方、2028 年９月期の流通総額 1,000 億

円の実現に向けた成長投資も継続していく方針です。具体的な来期業績見通しについては、2026 年９月
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期通期決算時にお知らせする予定です。 

 

・資本政策および株主還元方針 

【主なご質問】 

・代表取締役の持株比率 

・自社株買いの方針 

 

【回答】 

当社は、2028 年９月期の流通総額 1,000 億円及び営業利益 20 億円以上の実現に向け、事業成長及び中

長期的な企業価値向上を最優先に経営を進めております。 

① 代表取締役の持株比率について 

代表取締役個人による当社株式の売買については、個人の資産管理に関する事項であることから、

今後の具体的な売買予定や持株比率の水準については回答を差し控えさせていただきます。 

一方で、当社が掲げる 2028 年９月期の流通総額 1,000 億円及び営業利益 20 億円以上の実現に向け

た方針に変更はなく、代表取締役として引き続き中長期的な企業価値向上に取り組んでまいります。 

なお、代表取締役個人による今後の株式取得についても、具体的な予定に関する回答は差し控えさ

せていただきます。 

② 自社株買いについて 

当社は現在、2028 年９月期の流通総額 1,000 億円の実現に向け、事業成長のための投資を優先して

おります。そのため、現時点において自社株買いの実施は予定しておりません。 

今後については、事業環境、財務状況、成長投資機会及び資本効率等を総合的に勘案し、適切な資

本政策を検討してまいります。 

 

４．本開示に関するお問い合わせ先 

株式会社デジタルプラス IR 担当 

メールアドレス：ir@digital-plus.co.jp 

 

       以 上                                          

mailto:ir@digital-plus.co.jp

